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職種 採用

合計

教育職
技能労務職
企業職
消防職
福祉職
医療職

一般行政職

区分
■採用・退職の状況
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退職

（26年度）

区 分 職員数
(A)

給　　　　与　　　　費 １ 人 当 た
り の 給 与
費 B / A職 員 手 当 期末･勤勉手当 合　計　(B)

26年度  876人 34億5,519万円 11億 2,201万円 13億8,901万円 59億 6,621万円 681万円

■職員給与費の状況 （一般会計決算）

区 分 住民基本台帳
人口(年度末)

人件費率
B/A

26年度 160,676人 494億9,063万円 4億3,594万円 95億2,516万円

■人件費の状況 （一般会計決算）
25年度の
人 件 費 率

歳出額
(A)

人件費
(B)実質収支

19.2% 19.6%

議　長
副議長
議　員

市　長

副市長

■特別職の報酬などの状況 （27年4月1日現在）
給料月額

83万6,400円
 （102万円）

報酬月額

71万9,49 0円
（82万7,000円）

ー
ー
ー

ー

ー

72万8,000円
65万3,000円
59万2,000円

年　収
1,406万4,844円

（1,829万3,904円）
1,227万8,815円

（1,483万2,410円）
1,231万7,760円
1,104万8,760円
1,001万6,640円

ー
ー
ー

退職手当（１期）
1,646万   352円

（2,007万3,600円）
863万3,880円

（992万4,000円）

職　種 役職名など 削　減　内　容 期　　　間

部長・室長職
一般職

■特別職・一般職の給与削減などの状況 （27年4月1日現在）

※上表の削減に加え、部長・室長・課長の管理職手当を当分の間10％削減し、55歳を超える課長補佐職
　相当以上の職員の給料・管理職手当を22年12月から1.5％削減しています。

※人件費には、職員に支給される給与のほか、退職手当、年金、健康保険、公務災害補償などの使用者
　負担分や特別職の給料、報酬などを含みます。

※職員手当には、退職手当を含みません。職員数は26年4月1日現在の人数です。
※給与費については、再任用職員の給与費が含まれていますが、職員数には再任用職員を含んでいません。

給料

課長・課長補佐職
主査職以下

給料の５％
給料の３％
給料の２％

25年７月から28年６月まで

特別職
市長
副市長
教育長など

給料の18％
給料の13％
給料の ８％

市長のみ
期末手当
の一部も

給料の削減は27年４月から30年12月まで
期末手当の一部削減は当分の間

※27年4月1日から市長・副市長の給料は1.9％、議長・副議長・議員の報酬は1.8～2.0％減額されました。
また、市長・副市長は給与減額措置を行っています。このほか市長は、就任当時に計算した退職手当支
給予定額の50％相当を期末手当から減額する措置も行っています。カッコ内は減額措置前の金額。
※「退職手当（1期）」は、27年4月1日現在の給料月額および支給率に基づき1期（4年間）務めた場合の
退職手当の見込み額です。

■職員の初任給の状況

国川西市

14万2,100円

17万4,200円

14万5,824円

14万8,470円

17万8,556円大学卒

高校卒
一 般
行 政 職

高校卒

中学卒
技 能
労務職

区　　分

※技能労務職の初任給は卒業後、直ちに採用され
　る場合の内容です。

13万9,500円
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状
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０
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■職員数の状況

部　　門
職員数（　）内は対前年増減

一 般

行 政

議 会
総 務
税 務
労 働
農 林 水 産
商 工
土 木
民 生
衛 生

教 育
消 防

公 営

企 業

な ど

病 院
水 道
下 水 道
そ の 他

合　　計

（各年4月1日現在）

短時間勤務再任用職員

特 別

行 政

26年度27年度

1,261（    34）

101 （△  6）

9（      0）  

132（      6）  
44（  △1）  

163（  　2）  
132（  △1）  

2（      0）  

4（      0）  
6（      0）  

107（  △3）  

142（  　4）

142（  △1）  

274（    27）  
42（      0）  
25（      1）  
37（      0）  

1,227（      4）

107 （    11）

9（      0）  

126（      2）  
45（      0）  

161（  △1）  
133（  △4）  

2（      0）  

4（  △1）  
6（      0）  

110（      4）  

138（  △7） 

143（  △1）  

247（    10）  
42（      0）  
24（      1）  
37（      1）  
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さ
れ
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。
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。
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別
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報
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等
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５
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５
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さ
れ
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こ
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答

申
に
基
づ
き
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年
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月
市

議
会
で
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

■職員の経験年数別・学歴平均給料月額の状況

28万6,846円

35万6,270円大学卒

高校卒
一 般
行 政 職

高校卒

中学卒
技 能
労務職

区　　分 経験年数10年 経験年数20年経験年数25年経験年数30年

38万7,362円

35万5,299円

41万7,983円

37万6,079円

38万4,735円36万2,143円34万3,065円26万8,259円
36万1,032円

※対象となる職員がいる場合のみ記載しています。

区 分 内　　　　　　　容

扶養手当
配偶者に1万3,000円▷扶養親族1人につき6,500円 ▷職員に
配偶者がない場合そのうち1人に1万1,000円▷満16歳の年
度初めから22歳の年度末までの子はそれぞれ5,000円を加算

住居手当
借家居住者には家賃額に応じ1万円～3万2,500円▷自
宅居住者には1万500円▷当該住宅の償還金を支払って
いる場合は８年間に限り1万3,000円

通勤手当
交通機関利用者には運賃など相当額を支給(最高支給限
度額は5万5,000円)▷交通用具利用者には通勤距離が片
道２㌔以上の区分に応じ 3,500円～ 3万2,800円

■扶養・住居・地域・通勤手当

地域手当 給料と扶養・管理職手当合計額の6%

（27年４月１日現在)

区　　　　分 全　　　職　　　種
全体に占める支給職員の割合 59.6%（26年度）
1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 5万8,662円（26年度決算）

種　　　　類 8　　種
支給額が多い代表的な手当の名称 業務手当､年末年始特別勤務手当、出動手当

■特殊勤務手当 （27年４月１日現在)

川 西 市
期末
　手当

勤勉
　手当

期末
　手当

勤勉
　手当

1.5
　月分

1.5
　月分

2.6
　月分

2.6
　月分

※26年度の割合。また､役職上の段階､職務
　の級などによる加算措置があります

■期末・勤勉手当

26年度

■時間外勤務手当

区 分

25年度

支 給 総 額

１億3,295万2,000円

１億6,341万4,000円

26万6,000円

           29万円

川　西　市
自己都合 勧奨･定年
20.445月分

29.145月分 34.5825 月分
41.325月分 49.59月分

49.59 月分49.59 月分

定年前早期退職特例措置
(2%～30% 加算)

区　分

勤続20年

勤続25年
勤続35年

最高限度額

その他の
加算措置

1人当たり
平均支給額 286万8,000円 2,434万3,000 円

■退職手当 （27年４月１日現在）

※国の支給月数も同じ
※退職手当の１人当たり平均支給額は､前年度に
　退職した職員に支給された平均額

25.55625月分

国

１人当たり
平均支給年額

22万4,447円

18万1,188円

22万9,534円

12万1,282円

１人当たり
平均支給年額

職員手当の状況

　
職
員
数
の
状
況　

　

部
門
別
の
職
員
数
（
臨

時
・
非
常
勤
は
除
く
）
と
増

減
に
つ
い
て
は
下
表
の
通
り

で
す
。

　
27
年
度
に
お
い
て
は
、
事

務
執
行
の
効
率
化
を
図
り
な

が
ら
、
適
正
な
職
員
の
配
置

を
行
い
、
計
画
的
な
職
員
数

の
管
理
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
研
修
の
実
施
状
況

　
地
域
分
権
の
時
代
に
お
い

て
、
自
ら
の
責
任
と
権
限
の

も
と
で
、
多
様
化
・
高
度
化

す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に
的
確
に

対
応
し
て
い
く
こ
と
が
で
き

る
職
員
を
育
成
す
る
た
め

に
、
職
員
研
修
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　
26
年
度
の
研
修
実
施
状
況

に
つ
い
て
は
、
市
独
自
研
修

（
受
講
者
総
数
６
８
３
人
）、

派
遣
研
修
（
89
人
）
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
休
暇
な
ど
の
取
得
状
況

　
休
暇
の
種
類
な
ど
に
つ
い

て
は
、
規
則
で
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
民
間
企
業
の
有
給

休
暇
に
あ
た
る
年
次
休
暇
の

平
均
取
得
状
況
は
、
26
年
度

の
年
間
取
得
日
数
で
９・
９

日
で
す
。

　
ま
た
、
26
年
度
に
育
児
休

業
を
男
性
１
人
、
女
性
21
人

が
取
得
し
ま
し
た
。

　職員の手当には、扶養、住居、
通勤手当や時間外勤務手当、ボー

ナスに当たる期末・勤勉手当など

があります。

平均給料月額 平均給与月額平均年齢
32万7,137円 43万5,586円41.9歳
32万8,389円 41万5,273円

■職員の平均年齢・平均給料月額・平均給与月額の状況

43.6歳
一般行政職
技能労務職

※「平均給与月額」は、給料月額と扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
　当などの職員手当（期末手当、勤勉手当、退職手当を除く）の合計額です。

区　　分

※いずれも 27 年４月１日現在

職員の給料月額は、給料表によって決定。

全職員のうち約 70％が行政職給料表の適

用を受けています。

職員の給与

など


